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１. はじめに 

離島では，経済的条件不利性により，域内総生産（ＧＤＰ）が低下し，雇用機会の縮小と人口流出が止まらな

い．離島経済の衰退は，我々国民にも無縁ではない．離島は，国境を守るという役割を果たしている．また，国

民的に貴重な自然や文化を保全している．このようなサービスは，市場では評価されない公共財的性格を持ち，

市場メカニズムが供給することはない．離島に人が住むことと結合的に供給される．とすれば，離島経済の維持

は国民的課題と言えよう． 

そこで政府は，地方交付税や公共事業など財政移転を行ってきた．財政移転が，農林水産業に代わり，離

島経済を支えたことに間違いはない．そのため，離島経済を財政移転頼りの体質に変え，農林水産業の体力

を奪ったとも言える（例えば青木[6]）．そして地方交付税や公共事業の削減が進む今日，離島経済は窮地に立

たされている．政府は，離島経済の振興にあたり，安易な手段に頼りすぎたのかもしれない． 

経済的自立を促す産業振興を重視すべきではなかったのだろうか？ しかし市場アクセスが悪いため，絶対

優位を持つ産業があるとは考えにくい．このようななかで，比較優位を持つ産業を探すとすれば，自然資源を

ベースとする農林水産業ではないだろうか？ 実際にも，離島の移出基盤産業は農林水産業や農林水産物の

加工産業である．その他の産業は，観光関連産業を除き，地域内で発生する需要に対するサービスを提供す

る非基盤産業である．また農林水産業は，農林水産物と結合的に，美しい農村景観やレクリエーションの機会

などアメニティを産出し，観光関連産業の振興に貢献するかもしれない． 

本研究では，農林水産業のなかでも，放牧による和牛繁殖に注目する．放牧は，歴史的にも，離島経済を支

えてきた．例えば安田[12]は，放牧は，平坦部でも行われていたが，人口圧の増大により，明治時代以降は離

島や僻遠の山地に追い上げられたとしている．離島では，放牧が他産業との比較において優位性を持つと考

えられる．その理由の第１は，機会費用の少ない土地が潤沢にあり，それを活用することで低コストでの子牛生

産が可能となることである．第２は，市場アクセスの悪さによる輸送費負担のハンディが，他産業と比較して軽い

ことである．放牧は，低投入型農業なので，購入飼料など中間投入が少なく，中間投入財の輸送費が大きなハ

ンディにならない．また生産物の子牛は，重量あるいは容積当たり販売価格が大きく，生産物の輸送費も大きな

ハンディにならないと考えられる．  

以上の議論は，離島経済を維持するには，放牧の振興が重要な手段であることを示唆している．本研究では，

このことを実証するため，放牧が離島経済に及ぼす影響を評価する．事例とするのは，島根県隠岐島前地域の

知夫村（知夫里島），西ノ島町（西ノ島），海士町（中ノ島）である．これら３町村では，放牧による和牛繁殖が盛

んである．知夫村と西ノ島町では，放牧が牧歌的景観はぐくみ，観光業の振興に貢献している．第２節では，隠

岐における放牧の発展過程とその成立要因を明らかにする． 第３節では，地域産業連関表を生成し，離島経

済の特徴とその背景を明らかにする．そして，離島経済を維持するためには，移出基盤産業の振興が重要であ

ることを示す．第５節では，移出基盤産業に分類できる放牧が離島経済に及ぼす影響を評価する． 

 

２. 放牧の発展過程とその成立要因 

交通手段が発達していなかった時代，地理的に孤立した隠岐諸島は，自給自足経済であった．食料自給の

手段として，牧畑農法と呼ばれる耕牧輪転農法が考案された．豆類，麦類，雑穀を輪作し，畑に作物が無い時
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期には牛馬を放牧した．牛馬を休耕畑に放牧することで，役畜を扶養すると同時に，家畜糞尿により地力を維

持した．農業機械や化学肥料が無い時代には，合理的な農法だったと言えよう．三橋[11]は，牧畑農法が生成

した要因を「増加する人口を養うため，耕地を山の放牧地帯まで拡張するよりなかった．しかし，そこで地力が

尽きると，その場所は一旦棄て，また山を上がっていった．そうしているうちに一旦棄てた土地が草地となり，山

の頂に追い上げていていた牛馬をそこで放牧した．そして，その放牧地から牛馬を追い出し，跡地で作物を栽

培したところ，良好な結果を得て，このような輪転を組織的に行うようになった」と推論している．その結果，牧畑

の面積は，島の総土地面積の 40％～50％を占めるに至った（知夫村 48％，西ノ島町 41％，海士町 41％）． 

しかし商品・貨幣経済への移行に伴い，牧畑農法も変質した．三橋[11]は「明治中期以後，海上交通が発達

し，食料自給の意義は衰え，島外へ移出する商品生産を目的とした漁業，林業，養蚕などが発展した．その結

果，牧畑は，森林や普通の年々畑に転化し，あるいは荒廃した．牧畑として残存するものも，耕種本位より畜産

本位の牧畑へと変質し，子牛が内地へ移出されるようになった」としている． 

牧畑は，現在，耕作されず，公共牧場として利用されている．第１表には，牧畑の利用状況を示した．「超過

放牧」「過放牧」「適正」「やや低利用」の割合をみれば，知夫村で 100％，西ノ島町で 29％，海士町で 30％であ

る．多くの牧畑が，耕作放棄されることなく，放牧地として利用されている．第２表には，各町村の繁殖牛の頭数

と飼養戸数の推移を示した．頭数は増える傾向にある．また，飼養戸数の減少に伴い，１戸当たり頭数が増える

傾向にある．西ノ島町や海士町では，第 1 表に示すように，「低利用」や「未利用」の公共牧場が多く，引き続き

増頭することが期待されている．  

多くの中山間地域が耕作放棄地の増加に悩んでいる．隠岐においても，1960 年代に入ると，牧畑は耕作さ

れなくなった．しかし，そのような耕地が放牧に活用されている．その違いは何処にあるのだろうか？ 放牧を行

うためには，集団化された土地が必要である．しかし耕地は，通常，細分化され，多くの農家が分割所有する．

そのため，耕地が経済的価値を失っても，その耕地を一団の放牧地として活用することが容易でない．隠岐の

牧畑も分割所有されている．にもかかわらず，耕作放棄されるのではなく，放牧地として利用されている．その

理由は，独特の土地利用制度にある．牧畑の耕作は土地の所有者が個々に行ったが，放牧は土地の所有権と

は関係なく誰でもできた．この共同入会放牧権が現代に受け継がれたのである． 

 

３.離島経済の特徴と移出の重要性 

1) 離島経済の特徴 

本研究の課題は，このような放牧が離島経済に及ぼす影響を評価することだが，その前に，離島経済の特徴

とその背景を明らかにしておこう．離島経済を描写するため，島根県産業連関表（2005年，95部門）をベース

に，対象３町村の地域産業連関表を生成した．藤本[9]に従い， SLQ法 (Simple Location Quotient) とCILQ法 

(Cross Industry Location Quotient)により生成した（註 1）．地域経済は県の経済と比較して，産業の競争力と

多様性が低く，移入への依存度が高い．そのため，県内 部門から県内 部門への投入係数   
  と地域内 部門

から地域内 部門への投入係数   
  を比較すれば，   

      
  となる．そこで，地域自給能力の指数である

第１表  牧畑（公共牧場）の利用状況 

  知夫村 西ノ島町 海士町 

 (ha) (ha) (ha) 

超過放牧 184  0  30  

過放牧 0  157  118  

適正 293  285  77  

やや低利用 177  220  187  

低利用 0  898  383  

未利用 0  735  593  

合計 654  2,296  1,388  

注: 1) 島根県隠岐支庁農林局資料より． 

 

第２表  繁殖牛頭数と飼養戸数の推移 

 
海士町 西ノ島 知夫村 合計 

 
(頭数) (頭数) (頭数) (頭数) (飼養戸数) 

2002 189 619 524 1332 104 

2003 197 615 540 1352 98 

2004 200 615 537 1352 96 

2005 227 577 498 1302 93 

2006 254 602 521 1377 88 

2007 302 651 536 1489 95 

2008 311 672 537 1520 92 

2009 341 679 515 1535 85 

注: 1) 島根県隠岐支庁農林局資料より． 
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SLQ あるいは CILQ により，   
  を修正（割引）し   

  を得た．また，対象３町村では，和牛繁殖以外の畜産は存

在しない．そこで畜産部門は，放牧による和牛繁殖の投入産出関係を聞き取り調査し，それに基づき投入係数

を補正し，和牛繁殖部門とした．  

第３表 域際収支（2005年) 

 

知夫村 西ノ島町 海士町 

移出 移入 純移出 移出 移入 純移出 移出 移入 純移出 

 
(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

農林水産業 275 -17 258 3550 -163 3,387 518 -69 449 

  耕種農業 0 -13 -13 110 -97 13 111 -38 72 

  和牛繁殖 173 -2 172 311 -11 300 79 -8 71 

  林業 12 -1 11 213 -29 184 80 -17 63 

  漁業 89 -1 88 2,915 -26 2,889 248 -7 242 

製造業 5 -586 -581 867 -4,381 -3,515 604 -2,590 -1,986 

建設 0 -14 -13 0 -34 -34 0 -36 -36 

電力・ガス・水道 0 -43 -43 0 -263 -263 0 -191 -191 

商業 0 -231 -231 0 -1,427 -1,427 0 -902 -902 

金融保険 0 -81 -81 0 -392 -392 0 -235 -235 

不動産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

運輸 296 -48 248 1,104 -511 594 583 -302 281 

情報通信 0 -48 -48 0 -319 -319 0 -216 -216 

公共サービス 0 -369 -369 0 -1,598 -1,598 0 -1,487 -1,487 

娯楽・飲食・宿泊 54 -58 -4 796 -268 528 516 -160 356 

その他サービス 4 -181 -177 0 -837 -837 0 -664 -664 

その他 0 -13 -13 -13 -75 -88 0 -61 -61 

合  計 633 -1,689 -1,056 6,304 -10,269 -3,965 2,221 -6,914 -4,693 

 
第４表 人口 1人当たり産業別ＧＤＰ(2005年) 

 

知夫村 西ノ島 海士町 国 

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 

 (万円)  (万円)  (万円)  (万円)  

農林水産業 27  11.8% 64  21.5% 16  5.9% 5  1.3% 

  耕種農業 0  0.0% 2  0.6% 3  1.1% 3  0.8% 

  和牛繁殖 18  7.9% 7  2.2% 2  0.9% 1  0.2% 

  林業 1  0.6% 5  1.5% 3  1.0% 1  0.2% 

  漁業 8  3.3% 51  17.1% 8  3.0% 1  0.2% 

製造業 0  0.2% 10  3.4% 9  3.2% 69  18.1% 

建設 29  12.6% 25  8.5% 33  12.4% 22  5.8% 

電力・ガス・水道 1  0.3% 1  0.3% 1  0.3% 8  2.1% 

商業 3  1.5% 9  2.8% 7  2.6% 55  14.4% 

金融保険 0  0.0% 4  1.3% 3  1.2% 20  5.2% 

不動産 27  11.8% 36  12.0% 31  11.5% 44  11.5% 

運輸 29  12.4% 18  6.1% 14  5.3% 18  4.8% 

情報通信 3  1.4% 4  1.3% 4  1.4% 19  5.1% 

公共サービス 102  44.6% 107  35.5% 133  49.7% 70  18.4% 

娯楽・飲食・宿泊 5  2.4% 17  5.7% 14  5.3% 15  3.8% 

その他サービス 2  1.0% 5  1.6% 3  1.2% 37  9.7% 

その他 0  0.0% 0  0.0% 0  0.0% 0  -0.1% 

合  計 229  100.0% 300  100.0% 268  100.0% 383  100.0% 
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第１図  地方交付税の推移 
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生成された産業連関表より読み取れる離島経済の特徴の第１は，第３表に示すように，域際収支の大幅

な赤字である．知夫村では，1,056百万円，人口１人当たり 146万円である．西ノ島町では，3,965百万円，人口

１人当たり 114 万円である．海士町では，4,693 百万円，人口１人当たり 182 万円である．第２は，第４表に示す

ように，政府支出への依存である．産業部門別のＧＤＰを比較すれば，農林水産業，建設，運輸，公共サービス

の構成比が高い．不動産の構成比が高いのは，持家に係る帰属家賃の計上によるもので，離島経済に固有の

特徴ではない．目立つのは，公共サービスの構成比の高さである．国が 18％であるのに対し，知夫村では

45％，西ノ島町では 36％，海士町では 50％に達する．公共サービスは，公務，教育，研究，医療・保健，社会

保障・介護，廃棄物処理，その他の公共サービスを含み，政府サービスとは一致しないが，ほぼ政府サービス

とみなせる．また建設は，政府による公共事業に大きく依存していると考えられる． 

2) 財政移転と域際収支の赤字の拡大 

域際収支の赤字と政府支出への依存は双子の関係にある（註 2）．このことを，貯蓄投資バランスを用いて示

そう．GDP が生産物市場における需要によって決まるとすれば，地域の GDP は，地域における民間消費 ，地

域における政府支出 ，地域における民間投資 ，地域の移出 と移入 の差の純移出   の合計に一致す

る．政府支出 は，国民経済計算で言う一般政府（中央政府，地方政府，社会保障基金）の地域における支出

とする．地域のＧDＰを とすれば，生産物市場における需給均衡条件は(1)式となる． 

                                                                                                                                

地域外から得た賃金など要素所得の純受取を      とすれば，(1)式は(2)式のように変形できる．  

      は地域内総所得である． 

                                                                                                     

(2)式の両辺から地域における民間部門の税負担 を控除し， と を左辺に移行すれば，(3)式を得る．税 は，

国税，地方税，社会保障負担を含むとする． 

                                                                                         

ここで，貯蓄 を(4)式と定義しよう． 

                                                                                                               

(3)(4)式より(5)式を得る． 

                                                                                                               

貯蓄投資収支    は，(4)式を代入すれば理解できるように，可処分所得の内の民間が使わなかった部分

である．これがマイナスということは債務の累積を意味し，このような状態は長続きしない．したがって，貯蓄と投

資はバランスする必要があり，離島の場合，域際収支   が大幅な赤字なので，この赤字を   あるいは

      で相殺する必要がある．しかし離島から都市へ

の通勤は不可能なので，地域外からの所得純受取

      は期待できない．したがって，    が相殺し

ていると考えられる．   は，地域における一般政府

支出と民間部門税負担の差で，財政移転である．実際

の財政移転は不明だが，国や県からの政府間財政移

転（2005 年; 註 3）に限定すれば，人口 1 人当たり，知

夫村では111万円，西ノ島町では70万円，海士町では

115 万円に上る． 

自給自足経済から商品・貨幣経済へ移行すれば，食

料品を移入し，家電製品を移入するようになる．移入を

行うためには，移出により，資金を稼がなくてはならな

い．しかし第３表に示すように，移出産業は，農林水産

関連業，水運業，観光関連業に限定される．移入のた
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めの資金不足を補うように，財政移転が増えたと考えられる．例えば地方交付税は，第１図に示すように増加し

てきた． 

しかし今後は，財政移転は減少すると予測される．実際にも地方交付税は，第１図に示すように，2000 年頃

をピークに減少に転じた．公共事業も同様に減少している．このようななかで，移入のための資金を稼ぐには，

移出を増やさなければならない．移入品を地域で生産することも考えられようが，このような移入代替は，交易

障害が無い国内地域間取引を考えれば現実的ではないし，経済厚生を考えても効率的ではない． 

3) 移出とＧＤＰ 

離島にとって移出が重要であるのは，移入のための資金を稼ぐためだけではない．例えば，マッカン[10]が

解説するような経済基盤モデルは，地域経済の成長は移出産業の振興によってもたらされると考える．このこと

を 45 度線分析により考えよう．地域内ＧDＰを とし，単純化のため，  に含まれる固定資産減耗など企業内部

保留をゼロと仮定しよう．また，地域外からの要素所得の純受取      をゼロと仮定しよう．都市への通勤が難

しい離島の場合，この仮定は許されるだろう．とすれば，GDP  は地域の民間所得と一致する． 

民間消費 は，(6)式に示すように，  の関数となる． は限界消費性向である．地域の平均税率を （    ）

とすれば，      は可処分所得である． ̅は所得に関わらず必要な最低限の消費である． 

           ̅                                                                                                                             

同様に，地域の移入 を の関数と考え，(7)式の移入関数を仮定する． は限界移入性向， ̅は独立的移入

である． 

           ̅                                                                                                                         

以上の仮定は国レベルのモデルと異ならない．地域レベルでは，民間投資 を の関数と考えることができる．

マッカン[10]は，その理由を，ビジネスの信頼や銀行の貸出意欲は経済の存在する強さに依存するとしている．

そこで，地域の民間投資関数を(8)式と仮定しよう． は限界投資性向， は̅独立的投資である． 

            ̅                                                                                                                                

(6)(7)（8）式を(1)式に代入すれば，(9)式を得る． 

  
 

              
 

 

              
 

 ̅    ̅   ̅

              
          

(9)式は，GDP が有効需要によって決まるという，ケインズ経済学を前提としていることに注意してほしい．さて，

(9)式右辺第３項は定数である．したがって，GDP は移出 と政府支出 によって決まる．離島では移出産業が

限定的ということを考えれば，離島経済の GDP の成長は，財政移転に依存する政府支出，すなわち(9)式右辺

第２項の拡大によってもたらされたと考えられる．しかし財政移転が削減される現状を考えれば，離島経済のＧ

DＰを維持するためには，移出産業が成長しなければならない．ただし，移出の増加がもたらす GDP の成長は，

本土ほど大きくない．なぜなら，産業の競争力が低く多様性が低い離島経済は，移入依存経済である．その

ため，限界輸入性向 が大きく，地域乗数                が本土よりも小さい．移出が増えれば，

地域内で発生する需要に対するサービスを提供する非基盤産業の GDP が，乗数効果を通じて増える．しか

し，その乗数効果が小さいのである． 

 

（註 1）国や県など既存の産業連関表から地域の産業連関表を生成する手法はいくつか提案されている（詳しくは Isard[2]）．

RAS 法は最も普及しているが，それを用いることはできない．なぜなら，地域の移入・移出の情報を必要とし，既存統計

からこの情報を得ることができない．このような状況において有効な手法が SLQ法とCILQ法である．以下では，生成の

手順を示そう．添え字の は地域（各市町村）， は島根県， は島根県を除く全世界を表すとする．Step1では， 部門が

産出する 財の生産額  
 を得た．既存統計から得られない場合は，総務省『事業所・企業統計調査』などから推定した．

Step2 では，競争輸入型県産業連関表から， 財はどの部門に使われようがその需要量の一定割合が移輸入と仮定し，

非競争輸入型県産業連関表を推定した．Step3 では，非競争輸入型県産業連関表の投入係数を求めた． 財の最終需

要係数   
 も，最終需要総額∑    

 
 に対する 財の最終需要額   

 の比として求めた（添え字の は，民間消費支出など最
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終需要項目を表す）．Step4 では，県産業連関表の投入係数から，SLQ と CILQ により，地域産業連関表の投入係数を

推定した．SLQ は地域の 部門の特化係数で，        
  ∑   

 
      

  ∑   
 

  ，と定義される．CILQ は， 部門

（売手）と 部門（買手）の取引における需要と供給の相対測度を，地域と県で比較する指数で，       

   
    

      
    

  ，と定義される．        のとき，地域産 財の地域内 部門への中間投入係数は   
      

  

（   
  は県内産 財の県内 部門への中間投入係数），地域外産 財の地域内 部門への中間投入係数は   

      
  

（   
  は県外産 財の県内 部門への中間投入係数）とした．        のとき，   

      
         ，   

      
   

   
             とした．      のとき，地域内産 財の地域内最終需要係数は   

      
  ，地域外産 財の地域

内最終需要係数は   
      

  とした（   
  は県外産 財の県内最終需要係数）．      のとき，   

      
       ，

   
      

      
           とした．地域の付加価値係数   

 は県の付加価値係数   
 と同じとした（添え字の は，雇

用者所得など付加価値項目を表す）．Step5 では，中間投入額   
      

     
 および   

      
     

 ，付加価値額

   
     

    
 ，最終需要額   

      
   ∑    

 
 および   

      
   ∑    

 
 を求めた．最終需要総額∑    

 
 は次のとお

りとした．家計外消費支出は家計外消費支出の行和∑    
 

 とした．民間消費支出は雇用者所得の行和と営業余剰の行

和の合計に県の平均消費性向を乗じて推定した．一般政府消費支出は，県産業連関表のそれを政府サービス市町村

内総生産により按分して推定した．一般政府消費支出(社会資本減耗分）は資本減耗引当（社会資本減耗分）の行和と

した．地域内総固定資本形成(公的）は県内総固定資本形成（公的）を市町村別普通建設事業費で按分して推定した．

地域内総固定資本形成(民間）は資本減耗引当の行和とした．Step6 では，生産額  
 の調整を行い，競争輸入型産業

連関表に変換した．地域内産 財の移出額は，生産額  
 の内の地域内に仕向けられた額（ ∑    

   ∑    
  

  ）を差し

引けば得ることができる．しかし，一部のサービス業において，移出型産業とは考えられないのに（例えば公務や教育），

移出が計上される場合がある．これは，事業所・企業統計から生産額  
 を推定する際，県内 部門よりも地域内 部門の

労働生産性が低いにも関わらず同じと仮定するので，  
 が過大評価されたことによると考えられる．この場合，移出が

ゼロとなるように生産額  
 を調整した． 

（註 2）佐野[7]は，都道府県別の貯蓄投資収支，域際収支，財政純受取を推計し，所得水準が低い地域ほど，貯蓄投資収

支が小さく（投資超過），域際収支も小さく（移入超過），財政純受取が大きいことを示している． 

（註 3）地方交付税，国庫支出金，県支出金，地方贈与税，地方特別交付金を含む． 

 

４. 放牧が離島経済に及ぼす影響 

離島経済の維持という観点から，どのような移出産業の振興が求められるか考えよう．このとき，二つの視点が

重要であろう．第１は，移出による地域内所得の誘発効果である．そこで，移出が地域内にもたらす所得の大き

さを移出産業間で比較した．移出１単位が何単位の所得を誘発するかを金額ベース評価し，それを所得誘発係

数と呼ぼう．第２は，移出による域際収支の改善効果である．移出品の生産のためには，中間投入財を移入しな

ければならない．ということは，移出が誘発する移入が小さいほど，移出による域際収支の改善効果は大きい．

そこで，移出が誘発する移入を移出産業間で比較した．移出１単位が何単位の移入をもたらすかを金額ベース

評価し，それを移入誘発係数と呼ぼう．計測には，前節で生成した地域産業連関表を用いた．農村における経

済活動の農村経済へのインパクトを，地域産業連関分析により計測した研究は少なくない（例えば，Guedry and

 Smith〔1〕, Johns and Leat〔3〕, Psaltopoulos and Thomson〔5〕，Midmore and Harrison-Mayfield〔4〕，藤本

〔9〕，山﨑・中澤〔13〕，霜浦・坂本・宮崎〔8〕）．しかし，離島を対象とした研究は見当たらない． 

1) 所得誘発係数と移入誘発係数の比較 

移出が誘発する所得は，雇用者所得と営業余剰の合計とし，直接効果（Direct effect），間接効果（Indi

rect effect），乗数効果（Induced effect）により構成されるとする．直接効果は各移出産業部門自体に生

じる効果である．間接効果は，その移出産業部門へ財を供給する関連部門へ，それら関連部門へ財を供給する

部門へと，次々に波及する効果である．乗数効果は，以上の部門に生じた所得が消費支出されることで生じ，消

費増加→所得増加→消費増加→・・・・・，という波及効果である．乗数効果を含めるため，家計を内生化した産

業連関モデルを用いた（註4）．所得誘発額は(10)式により計測できる． は単位行列， ̂は移入係数を対角化し

た行列， は投入係数行列である． は移出の列ベクトルである．  ̂は所得係数（= 部門の所得/ 部門の産出額）

を対角化した行列である． 
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所得誘発額  ̂[  (   ̂) ]                                                                                                    

そして， 部門の所得誘発係数（= 財の移出による所得誘発額/ 財の移出額）を求めた. 

移出が誘発する移入は，直接効果と間接効果により構成されるとする．そのため，家計を外生化した産業連

関モデルを用いた．移入誘発額は(11)式により計測できる． 

移入誘発額  ̂ [  (   ̂) ]                                                                                                 

そして， 部門の移入誘発係数（= 財の移出による移入誘発額/ 財の移出額）を求めた． 

結果は第５表に示した．所得誘発係数に注目す

れば，和牛繁殖，林業，漁業の値が大きいことがわ

かる．林業の所得誘発係数が大きいのは，Psaltopo

ulos and Thomson〔5〕の結果と整合的である．建設

と公務の所得誘発係数を参考に示したが，いずれ

も0.5未満で，財政移転による公共事業や政府支出

の所得誘発効果は限定的と言える．また，移入誘

発係数に注目すれば，和牛繁殖，林業，漁業の値

が小さい．以上の結果は，GDPの成長や域際収支

の改善のためには，和牛繁殖，林業，漁業など自

然資源をベースとする産業の振興が効果的である

ことを示唆している．  

放牧による和牛繁殖は，地域内他産業とのリン

ケージが弱く，間接効果は小さい．しかし，直接効

果として生じる所得が大きく（註 5），この所得が消

費に回るので乗数効果が大きくなる．低投入型農

業であるため，中間投入が少なく，地域外に漏出

する効果が小さいのである．林業や漁業につい

ても，同様のことが言えると考えられる． 

第６表には，(9)式右辺第１項で定義される，移出

が誘発する所得を示した．所得誘発係数に移出額

を乗じて求めた．この所得は，財政移転に依存せ

ず，地域経済が自立的に創出する所得である．移

出誘発所得合計の内，農林水産業の移出で説明

できる部分は，知夫村で49％，西ノ島町で65％，海

士町で30％に達する．和牛繁殖の移出で説明でき

る所得は，知夫村で33％，西ノ島町で7％，海士町

で6％に達する．また，知夫村と西ノ島町では，放

牧による和牛繁殖がはぐくむ牧畑景観が観光資源

となっている．そこで，観光業の移出，すなわち観

光客の支出が誘発する所得を，和牛繁殖によって

もたらされたと考えることができる．とすれば，移出

誘発所得合計の内，和牛繁殖の移出で説明できる

所得は，知夫村で39％，西ノ島町で18％に達する．

以上の結果は，農林水産業，とりわけ放牧による和

牛繁殖が，離島経済の維持に重要な役割を果たし

ていることを示す． 

第５表  移出産業の所得誘発係数と移入誘発係数 

町 村 知夫村 西ノ島町 海士町 

 誘発係数 所得 移入 所得 移入 所得 移入 

耕種農業 -   -   0.40  0.38  0.40  0.38  

和牛繁殖 0.83  0.27  0.86  0.27  0.86  0.27  

林業 0.92  0.19  0.91  0.23  0.94  0.21  

漁業 0.63  0.34  0.67  0.33  0.67  0.33  

食料品 0.46  0.56  0.51  0.50  0.57  0.45  

飲料 -   -   0.47  0.52  -   -   

製材･木製品 -   -   -   -   0.42  0.58  

化学製品 -   -   -   -   0.34  0.60  

窯業・土石製品 -   -   -   -   0.49  0.47  

船舶･同修理 -   -   0.34  0.63  0.34  0.63  

その他の製業 -   -   -   -   0.54  0.51  

水運 0.46  0.43  0.45  0.47  0.45  0.46  

娯楽サービス -   -   0.64  0.26  0.63  0.27  

飲食店 0.49  0.46  0.52  0.45  0.52  0.45  

宿泊業 0.46  0.41  0.50  0.39  0.49  0.39  

(建設) 0.45  0.50  0.48  0.48  0.49  0.48  

(公務) 0.42  0.19  0.44  0.18  0.43  0.18  

 

第６表  移出産業による所得誘発額 

  知夫村 西ノ島町 海士町 

 
(百万円) (百万円) (百万円) 

農林水産業 211  (49%) 2,448  (65%) 353  (30%) 

  耕種農業 0  ( 0%) 44  ( 1%) 45  ( 4%) 

  和牛繁殖 144  (33%) 268  ( 7%) 68  ( 6%) 

  林業 11  ( 3%) 193  ( 5%) 75  ( 6%) 

  漁業 56  (13%) 1,942  (51%) 165  (14%) 

観光業 25  ( 6%) 436  (11%) 272  (23%) 

  娯楽サービス 0  ( 0%) 164  ( 4%) 66  ( 6%) 

  飲食店 8  ( 2%) 85  ( 2%) 67  ( 6%) 

  宿泊業 18  ( 4%) 187  ( 5%) 140  (12%) 

その他 194  (45%) 909  (24%) 565  (47%) 

合計 430  (100%) 3,792  100% 1,191  (100%) 

注: 1) ( )内は(9)式の右辺第１項で説明できる所得に占める割合． 
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（註 4）平均消費性向は産業連関表から読み取った値（ 民間消費支出  雇用者所得 営業余剰 ）とした． 

（註 5）繁殖牛１頭当たり産出額 305 千円に対する，中間投入額は 86 千円（種付料 16 千円，購入飼料費 60 千円，光熱水

料 7千円，獣医師料 3千円）にすぎず，付加価値額が 219千円（営業余剰 200千円，資本減耗引当 19千円）と大きい． 

 

５. おわりに 

離島経済の GDP は移出と政府支出によって決まる．このようななかで，中央政府から離島への財政移転は，

2000年頃まで増加し続けた．そして，財政移転による政府支出の拡大が離島経済のGDPの成長をもたらした． 

GDP の成長は，移入の増加による生活水準の向上をもたらし，域際収支の赤字が拡大した．そして，この赤字

は財政移転により相殺されてきた．しかし 2000 年以降，財政移転は縮小に転じ，移出を拡大しなければ，離島

経済の GDP を維持できず，域際収支の赤字も相殺できない状況となった． 

そこで，どのような移出産業を振興すべきか検討するため，移出１単位が地域内に誘発する所得を移出産業

間で比較した．結果は，和牛繁殖，林業，水産業において大きかった．また，移出１単位が誘発する移入を比較

すれば，和牛繁殖，林業，水産業において小さかった．以上の結果は，和牛繁殖，林業，水産業といった自然

資源をベースとする産業の振興が，GDPの維持や域際収支の改善といった，離島経済が抱える問題の克服にと

って重要であることを示唆している．自然資源をベースとする産業は，中間投入財の移入が少ない低投入型産

業である．そのため，移出による経済効果の内，地域外へ漏出する部分が小さく，地域内に歩留まりする部分が

大きいのである．また，移出品の生産が誘発する中間投入財の移入が少ないということは，域際収支の改善効

果も大きいことを意味する． 

特に，放牧による和牛繁殖は，移出産業としての重要性を増すと考えられる．その理由は，耕作放棄地の増

加である．近年，耕作放棄地が増えるなかで，耕地の保全を目的に，繁殖牛を放牧する事例が増えている．隠

岐の事例は，放牧は，耕地保全の手段だけではなく，条件不利地域の経済を維持するための重要な手段であ

ることを示唆している．放牧により，放棄されようとする耕地が，再び経済的価値を持つのである．ただし隠岐で

は，歴史的に形成された共同入会放牧権が存在したため，放牧が可能となった．耕作放棄地を放牧地として活

用するため，現実には，複雑に所有権が入り組む農地の集団化というハードルを越えなければならない． 
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